　危機関連保証関係（令和３年６月２９日改正）
中小企業信用保険法第２条第６項の認定について
１　危機関連保証

・東日本大震災やリーマンショックといった危機時に、信用保証協会が通常の保証限度額（2.8億円)及びセーフティネット保証の保証限度額（2.8億円）とは別枠（2.8億円）で借入債務の100%を保証する制度。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年3月13日金曜日より危機関連保証が実施されています。
（地域：全国、指定期間：令和２年２月１日から令和３年１２月３１日まで）
※危機関連保証については、指定期間内に融資実行まで行う必要があります。
２　対象中小企業者 
　　以下の２つの要件に該当することを要します。
（1）金融取引に支障を来しており、金融取引の正常化を図るために資金調達を必要としている。
（2）新型コロナウイルス感染症に起因して、原則として、最近1か月間の売上高等が前年同月比で15％以上減少しており、かつ、その後2か月間を含む3か月間の売上高等が前年同期比で15％以上減少することが見込まれる。
　※ 売上高等…売上高又は販売数量（建設業にあっては、完成工事高又は受注残高）
３　認定に必要な書類
	提出書類
	備考

	①認定申請書（市指定の様式）
②認定申請書の添付書類（市指定の様式）
※各月の売上高がわかる書類
	・創業1年未満の方は申請書が異なります。

裏面でご確認ください。



	③「三田市内で継続して事業を行っているか」の確認書類


	次の書類のいずれかのコピーをご用意ください。

〈法人の場合〉（下記のいずれか）
・履歴事項全部証明書
・直近の確定申告書別表一の控え（収受日付印が押印され
たものまたはe-Taxによる申告の場合は受信通知を添付）

上記書類で三田市内での事業実態が分からない場合は、賃貸契約書の写し、許認可証の写し等を加えてください。
〈個人事業者の場合〉

・前年の確定申告書第一表の控え（収受日付印が押印され
たものまたはe-Taxによる申告の場合は受信通知を添付）
上記書類で三田市内での事業実態が分からない場合は、賃貸契約書の写し、許認可証の写し等を加えてください。
〈創業1年未満の個人事業者の場合〉
・開業届、許認可証など

	④印鑑
	氏名（代表者名）を自署しない場合

	⑤委任状
	代理申請の場合のみ、様式は任意
※代理人の本人確認書類（社員証、免許証等）の提示が必要です。


※　この他に必要な書類がある場合は、追加で提出していただくことがあります。
書類の審査には最短で1日(翌営業日)お時間をいただくことをご了承願います。
【認定申請書の様式一覧表】

	危機関連
	通常の様式（創業1年以上の事業者）
	様式第６項－①

	
	創業者等運用緩和の様式
	（創業3ヶ月以上1年未満の事業者）

	
	
	最近１ヶ月と最近３ヶ月比較
	様式第６項－②
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【問い合わせ先】


三田市 産業政策課


電話　079-559-5085　FAX　079-559-5024


中小企業庁ホームページ　http://www.chusho.meti.go.jp








